
１．生息場の多様性と生物多様性の関係
流域の中には、森林や草原、河川、湖沼といった

多様な環境が存在する。生物にとっては、これらは
異なる「生息場」である。いくつかの異なる生息場
がバランスよく含まれる空間は、生息場の多様性が
高いと評価できる。そうした空間では、各生息場に
特有の生物が見られるだけでなく、異なる生息場の
間を行き来する生物も生息・生育できるため、生物
多様性は高くなると考えられる。逆に、一種類の生
息場に占められた空間では、その生息場に適した生
物だけしか生息・生育できないため、生物多様性が
高くなることは期待しにくい。このように、ある規
模の空間における「生息場の多様性」と「生物多様
性」の間には正の関係が成り立つと予想され、この
関係性は数多くの生態学的研究によって立証され
てきた。

２．水生生物での検証不足
「生息場の多様性」と「生物多様性」の関係を検証

することは、環境情報から生物多様性を推定する上
で重要である。広域で検証ができれば、流域の中で
生物多様性の高い場所、低い場所の空間分布を予測
的に把握することにもつながる。陸上生物について
は、そうした検証が数多くなされており、主に陸域
の環境情報を用いて種々の生物多様性指標が開発
されている。一方で、魚類のように水中で生活する
水生生物については、特に広域での検証が十分にな
されていなかった。その理由の一つに、生息場の多
様性を測るために必要な地理データの環境分類が、
陸上では細かい（例えば植生分類は細かい）のに対
し、水域では粗い（例えば河川と湖沼が区別されな
い）傾向にあったことが挙げられる。水生生物に
とっての生息場の多様性を求めるには、少なくとも
流水環境と止水環境はデータ上で分類されている
必要がある。

３．日本の水域地理データを活用する
日本の各地において、水生生物の生息場の多様性

を求めるには、前提として国内で一貫した水環境
の分類体系が必要である。例えば、水の流れの有無

（流水環境または止水環境）、水深（湖または池）お
よび人為的管理の強度（水田またはその他の湿地）
等の条件により、それぞれの水環境が生息場として

きちんと区別される必要がある。また、地図上で生
息場の多様性を数値として求めるための情報源とし
て、各種の水環境を面（ポリゴン）や線（ライン）で
正確に表現した地理データが必要である。幸いなこ
とに、日本では各省庁によって国内のほぼ全ての水
域をカバーする詳細な地理データが作成・公開され
ており1）2）3）4）、水環境の分類も一貫している（表１）。
これを用いれば、日本の各地で、水生生物の生息場
の多様性を数値として一般的に表現することがで
きる。

４．水生生物の多様性を指標する「さとがわ指数」
（SGI）

表1の水域地理データを活用した最近の研究に
よって、水生生物の生息場の多様性を表現する「さ
とがわ指数」（SGI）が設計された。広域での検証に
よって、この指数値が大きいほど水生生物（トンボ
類および淡水魚類）の種類数が多くなるという正の
関係性が確かめられた。このことから、さとがわ指
数は日本の水生生物多様性の指標として有用であ
ろうと考えられ、国土全域にマッピングされた 5）。
以下には、流域環境の新たな評価ツールとして期待
されるさとがわ指数について概説するとともに、こ
のツールがネイチャーポジティブを目指す日本の
川づくりにおいてどのように有効となりうるかを
考えたい。

５．「さとがわ指数」の計算
さとがわ指数の計算を行う空間単位として、日本

の3次メッシュにおける1km四方のグリッドセル
が採用されている。この空間サイズは、多くの水生
生物の移動分散スケールを内包できる大きさと考

さとがわ指数（SGI）による流域の水生生物多様性の評価
森林総合研究所九州支所　東川　航

表１　日本の各省庁が公開する水域の地理データ

土地被覆タイプ データ形式 引用文献
水田 ポリゴン(面) 1)
湿原 ポリゴン 2)

ため池 ポリゴン 3)
ため池・湖 ポリゴン 4)

河川 ポリゴン 3)
河川 ライン(線) 4)

農業用水路 ライン 3)
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えられている。一般的に、生息場の多様性はしばし
ば「多様度」と呼ばれる指標を用いて数値化され、
これは空間内における生息場の種類数と存在量を
考慮して求めることができる。さとがわ指数の計算
では、先に紹介した水域地理データを用いて、生息
場として5種類の水環境（河川／ため池／湖／水田
／湿原）の存在条件が考慮されている。存在条件と
は、具体的には「面積」と「形状」のことである。こ
れら二条件は生息場の多様性を考える上で重要な
要素と考えられ、面積が大きく複雑な形状で存在し
ている水環境ほど、さとがわ指数の計算値に大きく
貢献するようになっている。ただし、用水路や渓流
といった小河川は、地理データにおいては面（ポリ
ゴン）ではなく線（ライン）として表現されている
ため、これらについては面積の情報がなく、形状の
情報として小河川密度（セル内における小河川ライ
ンの総長）のみが考慮される。面積に関する多様度
の計算では、一旦はセル内のすべての環境を考慮す
る必要があるため、水域以外の部分（すなわち陸域）
の面積も計算に含められる。しかし、陸域の面積は
水生生物の多様性に正の影響を与えにくいと考え
られるため、後述のようにその効果は計算の中で打
ち消される。ただし、陸域の中でも都市域は水生生
物の多様性に負の効果をもたらすことが知られて
いることから、計算の中では都市域の面積が負の要
因として含められている。

以上の計算条件により、さとがわ指数（SGI）の
計算式は下記のように設計され、式は面積を考慮す
る項（青字部分）と形状を考慮する項（赤字部分）の
2つの項のからなる。

青字部分では、各環境の面積が考慮されている。
その前半部（∑を含む部分）では、セル内における
環境iの面積割合Pi（0 ～ 1）を2乗し、それらの和
を1から引いている。この形はシンプソンの多様度
と呼ばれ、考慮するすべての環境が面として均等か
つ最大である場合に最大値1をとり、逆に1つの環
境で全面が占められる場合は最小値0となる。計算
に含められた陸域の面積割合（T）の正の効果を打
ち消すため、後に続く部分では（1-T）が乗じられて
いる。また、都市域の面積割合（U）の負の効果を考

慮するため、（1-U）も追加的に乗じられている。次
に赤字部分では、水域の形状の複雑さを表す水際長
Sl（km）および用水路や渓流等の小河川密度Sd（km）
が考慮されている。SlおよびSdの値が大きいほど、
赤字部分は最大値1に近づくようになっている。青
字部分、赤字部分ともに0から1の値をとり、これ
らの和に1/2が乗じられた式全体（さとがわ指数）
の値も、0から1の値をとる。まとめれば、さとがわ
指数は水環境の面的な多様度が高く、かつ水域の形
状が複雑で、小河川密度が大きいほど1に近づく。
反対に、セル全面が陸域または１種類の水環境に占
められ、かつ小河川が全く無い場合、最小値0とな
る（図1）。

６．「さとがわ指数」による水生生物の多様性評価
の試験

さとがわ指数は、最初に中部地方の濃尾平野お
よびその周辺地域について計算され、当該地域に
おいて水生生物の多様性評価の試験がなされてい
る。対象生物として、水辺の昆虫であるトンボ類お
よび淡水魚類が用いられている。トンボ類について
は、幼虫期を水中で、成虫期を陸上で生活する生物
であり、水域と陸域の両方の生息場多様性に影響を
受けると考えられる。そのため、トンボ類の多様性
の検証にはさとがわ指数だけでなく、主に陸域の生
息場多様性を指標する既存の「さとやま指数」6）も
同時に考慮されている。検証の結果、トンボ類およ
び淡水魚類の両方で、さとがわ指数の値が高い空間

（セル）ほど生息種数が多いことが示された。さら
に、トンボ類では陸域の生息場多様性を示すさとや
ま指数、淡水魚類では標高を考慮することで、より
明確な関係性が得られている（図2）。この検証によ

Pi，各環境の面積割合；T，陸域の面積割合；
U，都市域の面積割合；Sl，水域の水際長（km）；
Sd，小河川密度（km）

図１　さとがわ指数（SGI）が最小値0になる場合(a)
と最大値 1 に近づく場合 (b) のセル内の状況を表す
概念図（Higashikawa et al.（2023）を一部改変）

（解説） 異なる色は異なる環境を表す。(a) では任
意の環境でセル全面が占められており、小
河川がない。(b) では複数の異なる水環境
によってセルが占められ、それぞれの面積
が等しく最大で、形状が複雑である。(b)
の青線は小河川を示す。

り、さとがわ指数は水生生物の多様性を表現する指
標となりうると述べられている。ただし、両生類や
鳥類といった他の生物分類群の多様性に対しては、
今後の検証が必要と考えられる。検証の際は、対象
とする生物分類群の移動能力に合わせて、さとがわ
指数の計算を行う空間単位の大きさを変更するな
ど工夫が必要であろう。例えば、移動能力の小さな
カエル類などであれば500m四方、流域を超えて移
動するような鳥類であれば50km四方などの空間単
位を検討してみるとよいかもしれない7）。

７．「さとがわ指数」の全国および地域別の特徴
先の検証により、さとがわ指数が流域の水生生物

の多様性に関する基盤情報の一つとして有用であ
る可能性が示された。そこで、さとがわ指数は全国

を対象に計算され、その結果が地図化されている
（図3）。全国392,072セルにおける計算値は、最小
で0、最大で0.818、平均で0.282となっている。全
国的な傾向を見ると、やはり都市化が進んだ地域で
はさとがわ指数の低い空間が集中的に分布してい
る。こうした地域では、かつて存在した湿地やため
池などの多くは埋め立てられ、蛇行した河川の直線
化も進められたことで、水環境の減少や形状の単純
化が著しい。一方、水田地帯を含む農村地域では、
さとがわ指数の高い空間が比較的多く残っている。
日本の水環境の中で総面積が最大である水田は、取
水用のため池や小川といった異なる生息場を伴っ
て存在することが多い。そのため、全体的に見れば
水田はさとがわ指数を支える主要な水環境である
と評価されている5）。
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図２　さとがわ指数（SGI）とトンボ類 (a)
および魚類 (b) の種数との関係

（Higashikawa et al.（2023）を一部改変）
（解説） グレーの点は実際に得られた種数データを、

各曲線は種数データをもとにした統計モデ
ルによる推定を示す。トンボ類 (a) ではさ
とやま指数が大きいほど、淡水魚類 (b) で
は標高が低いほどさとがわ指数による推定
種数が大きい。

図３　日本全国のさとがわ指数（SGI）
（Higashikawa et al.（2023）を一部改変）
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えられている。一般的に、生息場の多様性はしばし
ば「多様度」と呼ばれる指標を用いて数値化され、
これは空間内における生息場の種類数と存在量を
考慮して求めることができる。さとがわ指数の計算
では、先に紹介した水域地理データを用いて、生息
場として5種類の水環境（河川／ため池／湖／水田
／湿原）の存在条件が考慮されている。存在条件と
は、具体的には「面積」と「形状」のことである。こ
れら二条件は生息場の多様性を考える上で重要な
要素と考えられ、面積が大きく複雑な形状で存在し
ている水環境ほど、さとがわ指数の計算値に大きく
貢献するようになっている。ただし、用水路や渓流
といった小河川は、地理データにおいては面（ポリ
ゴン）ではなく線（ライン）として表現されている
ため、これらについては面積の情報がなく、形状の
情報として小河川密度（セル内における小河川ライ
ンの総長）のみが考慮される。面積に関する多様度
の計算では、一旦はセル内のすべての環境を考慮す
る必要があるため、水域以外の部分（すなわち陸域）
の面積も計算に含められる。しかし、陸域の面積は
水生生物の多様性に正の影響を与えにくいと考え
られるため、後述のようにその効果は計算の中で打
ち消される。ただし、陸域の中でも都市域は水生生
物の多様性に負の効果をもたらすことが知られて
いることから、計算の中では都市域の面積が負の要
因として含められている。

以上の計算条件により、さとがわ指数（SGI）の
計算式は下記のように設計され、式は面積を考慮す
る項（青字部分）と形状を考慮する項（赤字部分）の
2つの項のからなる。

青字部分では、各環境の面積が考慮されている。
その前半部（∑を含む部分）では、セル内における
環境iの面積割合Pi（0 ～ 1）を2乗し、それらの和
を1から引いている。この形はシンプソンの多様度
と呼ばれ、考慮するすべての環境が面として均等か
つ最大である場合に最大値1をとり、逆に1つの環
境で全面が占められる場合は最小値0となる。計算
に含められた陸域面積割合（T）の正の効果を打ち
消すため、後に続く部分では（1-T）が乗じられてい
る。また、都市域の面積割合（U）の負の効果を考慮

するため、（1-U）も追加的に乗じられている。次に
赤字部分では、水域の形状の複雑さを表す水際長Sl

（km）および用水路や渓流等の小河川密度Sd（km）
が考慮されている。SlおよびSdの値が大きいほど、
赤字部分は最大値1に近づくようになっている。青
字部分、赤字部分ともに0から1の値をとり、これ
らの和に1/2が乗じられた式全体（さとがわ指数）
の値も、0から1の値をとる。まとめれば、さとがわ
指数は水環境の面的な多様度が高く、かつ水域の形
状が複雑で、小河川密度が大きいほど1に近づく。
反対に、セル全面が陸域または１種類の水環境に占
められ、かつ小河川が全く無い場合、最小値0とな

る（図1）。

６．「さとがわ指数」による水生生物の多様性評価
の試験

さとがわ指数は、最初に中部地方の濃尾平野お
よびその周辺地域について計算され、当該地域に
おいて水生生物の多様性評価の試験がなされてい
る。対象生物として、水辺の昆虫であるトンボ類お
よび淡水魚類が用いられている。トンボ類について
は、幼虫期を水中で、成虫期を陸上で生活する生物
であり、水域と陸域の両方の生息場多様性に影響を
受けると考えられる。そのため、トンボ類の多様性
の検証にはさとがわ指数だけでなく、主に陸域の生
息場多様性を指標する既存の「さとやま指数」6）も
同時に考慮されている。検証の結果、トンボ類およ
び淡水魚類の両方で、さとがわ指数の値が高い空間

（セル）ほど生息種数が多いことが示された。さら
に、トンボ類では陸域の生息場多様性を示すさとや
ま指数、淡水魚類では標高を考慮することで、より
明確な関係性が得られている（図2）。この検証によ

Pi，各環境の面積割合；T，陸域の面積割合；
U，都市域の面積割合；Sl，水域の水際長（km）；
Sd，小河川密度（km）

図１　さとがわ指数（SGI）が最小値0になる場合(a)
と最大値 1 に近づく場合 (b) のセル内の状況を表す
概念図（Higashikawa et al.（2023）を一部改変）

（解説） 異なる色は異なる環境を表す。(a) では任
意の環境でセル全面が占められており、小
河川がない。(b) では複数の異なる水環境
によってセルが占められ、それぞれの面積
が等しく最大で、形状が複雑である。(b)
の青線は小河川を示す。

り、さとがわ指数は水生生物の多様性を表現する指
標となりうると述べられている。ただし、両生類や
鳥類といった他の生物分類群の多様性に対しては、
今後の検証が必要と考えられる。検証の際は、対象
とする生物分類群の移動能力に合わせて、さとがわ
指数の計算を行う空間単位の大きさを変更するな
ど工夫が必要であろう。例えば、移動能力の小さな
カエル類などであれば500m四方、流域を超えて移
動するような鳥類であれば50km四方などの空間単
位を検討してみるとよいかもしれない7）。

７．「さとがわ指数」の全国および地域別の特徴
先の検証により、さとがわ指数が流域の水生生物

の多様性に関する基盤情報の一つとして有用であ
る可能性が示された。そこで、さとがわ指数は全国

を対象に計算され、その結果が地図化されている
（図3）。全国392,072セルにおける計算値は、最小
で0、最大で0.818、平均で0.282となっている。全
国的な傾向を見ると、やはり都市化が進んだ地域で
はさとがわ指数の低い空間が集中的に分布してい
る。こうした地域では、かつて存在した湿地やため
池などの多くは埋め立てられ、蛇行した河川の直線
化も進められたことで、水環境の減少や形状の単純
化が著しい。一方、水田地帯を含む農村地域では、
さとがわ指数の高い空間が比較的多く残っている。
日本の水環境の中で総面積が最大である水田は、取
水用のため池や小川といった異なる生息場を伴っ
て存在することが多い。そのため、全体的に見れば
水田はさとがわ指数を支える主要な水環境である
と評価されている5）。
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図２　さとがわ指数（SGI）とトンボ類 (a)
および魚類 (b) の種数との関係

（Higashikawa et al.（2023）を一部改変）
（解説） グレーの点は実際に得られた種数データを、

各曲線は種数データをもとにした統計モデ
ルによる推定を示す。トンボ類 (a) ではさ
とやま指数が大きいほど、淡水魚類 (b) で
は標高が低いほどさとがわ指数による推定
種数が大きい。

図３　日本全国のさとがわ指数（SGI）
（Higashikawa et al.（2023）を一部改変）
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さとがわ指数の地域別の平均値ランキングは、高
い順で関東（0.340）、中国（0.320）、近畿（0.318）、
東海（0.304）、北陸・甲信越（0.303）、東北（0.300）、
九州・沖縄（0.284）、四国（0.272）、北海道（0.222）
となっている。もちろん、平均値の大小が最も重要
ということではなく、各地域ではさとがわ指数の高
い場所、低い場所が局所的またはまばらに存在す
ることや、陸域と水域の比率および都市域の面積な
ども考慮した上での総合的な評価が必要であろう。
また、地形や水利用の地域性がさとがわ指数の平
均値や空間分布を特徴づけていることも述べられ
ており、例えば関東では水田、東海では河川、近畿
ではため池が比較的多く（詳しくはHigashikawa et 
al.（2023）を参照されたい）、それぞれ地域を代表す
る水環境としてさとがわ指数を支えていることが
示されている。なお、全国392,072セルのさとがわ
指数の計算値はHigashikawa et al.（2023）の付表3

（Supplementary data 3）で確認することができる。

８．「さとがわ指数」活用の展望
先にも少し述べたが、近年では都市部を中心に全

国で水環境が著しく減少・劣化し、水生生物の生息
場多様性は各地で減少している。こうした中、最近
では気候変動に伴う著しい洪水災害の頻発化を受
けて、流域スケールでの治水と水環境の保全・再生
を関連させて考えようという動きが見られるよう
になった8）9）。例えば、人口減少等に伴って増加す
る放棄水田の一部を湿地環境として保全し、生息場
としての機能を維持しながら洪水の貯留空間とし
ても利用する試みがなされている。また、治水を目
的に整備される遊水地等においても、水生生物の生
息場機能を持たせるための環境デザインの検討な
どがなされている。

こうした活発な取り組みによって、ある場所の水
環境の空間条件を変化させた場合、水生生物の多様
性はどのように変化するのか。環境改変のビフォー
とアフターそれぞれについて、さとがわ指数を計算
し値を比較すれば、その場所で起こり得る水生生物
の多様性の変化を予測できる可能性がある。逆に、
ある空間で水生生物の多様性を向上させるために
は、「この場所にこの水環境をこのくらい創出すれ
ば高い効果が得られる」といったことも、さとがわ
指数を用いたシミュレーションによって評価でき
る可能性もある。さらに、水域の生息場に関連した
自然共生サイトの効果的な設置や、河川を基軸とし
た生態系ネットワークの保全・再生のように、流域
を対象とした生息場の環境デザインや空間配置等
を考える際、各地域の環境を評価できるツールとし

てさとがわ指数が役立つ可能性がある。
今後ますます重要となる淡水生態系の適切な管

理と防災・減災の両立を念頭に置いたネイチャー
ポジティブな川づくりにおいては、流域など広域を
対象とした環境評価ツールの一つとして、水生生物
の多様性を指標する「さとがわ指数」が全国で活用
されることを期待したい。
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１．はじめに
気候変動対策や脱化石燃料においては、政府任せ

ではなく、企業が自主的に工夫を行い新しい産業を
形成することによって解決しようという機運が広
がりつつある。この動きは、気候変動から、ビジネ
スや経済が依拠している、地下資源・森林・水・土壌・
海洋資源など自然環境全般に広げられつつある。こ
れらは「自然資本（Natural Capital）」と呼ばれてい
る。自然資本とは、きれいな水やきれいな空気や豊
かな土壌や鉱物資源などの非生物の要素に加え、生
態系・種・遺伝資源といった生物多様性も含めた
幅の広い概念である。特に生物多様性は、他の惑星
にはない、地球の特徴であるが、ここ50年間で大き
く劣化してきている。自然が回復する力以上に土地
や資源を使いすぎると、自然は、回復することがで
きなくなり、崩壊してしまう。

これまでも自然は重要との漠然とした認識は
あったが、2008年に国連環境計画（UNEP）が「生
態系と生物多様性の経済学（TEEB）」報告書を発表
して以降、多様な生物とそれを育む自然環境全般

（非生物である地下資源、海洋資源、森林、水、大気、
土壌など）を「自然資本（Natural Capital）」と捉え、
各産業が自然資本にどの程度依存しているかを定
量的に示すことで 、ビジネスの目線でもその価値
を捉えなおそうとする動きが活発になってきた。世
界の総GDPの55%にあたる約58兆米ドルが自然
資本に中程度あるいは高程度依存しており、特に農
業や林業、食品飲料、インフラ・建設、エネルギー
などのサプライチェーンが高く依存している1）。生
態系サービスを生み出す生物多様性の喪失は、あら
ゆるビジネスセクターに影響すると想定されてい
る。こうした生態系サービスを守るためにも、自然
資本や生物多様性を保全する必要がある。

２．ネイチャーポジティブとは
自然資本の損失は、地域の外部不経済として、経

済社会においては無視されてきた。しかし近年、自
然資本は地球レベルで無視できないほど劣化して
きたため、保全と回復の重要性が指摘されはじめ
ている。経済や暮らしの前提となる自然環境は有
限であり、回復が不可欠の状況になっている現状
は、持続可能ではなく、成長にとっては不自由な制
約となっている。このため、2030年までにノーネッ
トロスまたはネットゲインを実現し、2030年以降、

2050年に向けてネイチャーポジティブな世界を目
指すことが大きな流れとなっている。

ビジネスの世界において近年、ネイチャーポジ
ティブ（自然再興）の重要性が増している。ネイ
チャーポジティブとは「企業・経済活動によって
生じる自然環境への負の影響を抑え“生物の多様性
を維持する”という従来の発想から大きく踏み込ん
で、“生物多様性を含めた自然資本を回復させる”こ
とを目指す新たな概念」 である。

ネイチャーポジティブの取り組みにおいて
参照できるものとして、第1に国家間や各国政
府で策定している戦略やロードマップ、第2に
TNFD（Taskforce on Nature-related Financial 
Disclosures）に基づく各企業の開示情報、世界経済
フォーラム（WEF）や持続可能な開発のための世界
経済人会議（WBCSD）の当該分野の報告書などが
ある。

第1の国際会議や政府の戦略やロードマップにつ
いては、2022年12月に世界全体での2030年まで
の目標を設定した「昆明・モントリオール生物多様
性枠組」2）が生物多様性条約第15回締約国会議にて
採択された。同枠組は各国に独自の戦略の改定や策
定を求めており、日本は2023年3月、「生物多様性
国家戦略2023-2030」を閣議決定、中長期のロード
マップを示すとともに、あわせて行動目標について
の具体的指標も決定している。

第2のうちTNFDは、気候変動も含む包括的な
環境制約を対象とし、自社の環境管理の範囲を超
えて、調達から廃棄までのビジネス・ライフ・サ
イクル全体における環境とビジネスのリスクお
よび機会を、財務の視点で統合的に分析し開示す
るため枠組みである。同枠組みは2020年、国連開
発計画（UNDP）、国連環境計画金融イニシアティ
ブ（UNEP-FI）、世界自然保護基金（WWF）をは
じめとする国際機関やNGOが、自然・生物多様
性を中心としたTCFDと類似したリスク・機会の
開示フレームワークを開発するために取り組みを
開始したもので 、2023年9月にフレームワークの
Version1.0がリリースされている3）。

TNFDは、全社長期環境戦略策定フレームワーク
として理解するのがわかりやすい。地球環境やサプ
ライチェーン全域といった広がりの大きいテーマ
とビジネスを結びつけて考えるべき手順を分かり
やすく整理しており、企業としては、TNFDの網羅

ビジネスにおける、ネイチャーポジティブについて
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